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再編実施のための日米のロードマップ（仮訳） 

（２００６年５月１日） 

ライス国務長官、ラムズフェルド国防長官

麻生外務大臣、額賀防衛庁長官 

概観 

 2005 年 10 月 29 日、日米安全保障協議委員会の構成員

たる閣僚は、その文書「日米同盟：未来のための変革と再

編」において、在日米軍及び関連する自衛隊の再編に関す

る勧告を承認した。その文書において、閣僚は、それぞれ

の事務当局に対して、「これらの個別的かつ相互に関連す

る具体案を最終的に取りまとめ、具体的な実施日程を含め

た計画を 2006 年 3 月までに作成するよう」指示した。こ

の作業は完了し、この文書に反映されている。 

再編案の最終取りまとめ 

 個別の再編案は統一的なパッケージとなっている。これ

らの再編を実施することにより、同盟関係にとって死活的

に重要な在日米軍のプレゼンスが確保されることとなる。 

 これらの案の実施における施設整備に要する建設費そ

の他の費用は、明示されない限り日本国政府が負担するも

のである。米国政府は、これらの案の実施により生ずる運

用上の費用を負担する。両政府は、再編に関連する費用を、

地元の負担を軽減しつつ抑止力を維持するという、2005

年10月29日の日米安全保障協議委員会文書におけるコミ

ットメントに従って負担する。 

実施に関する主な詳細 

1．沖縄における再編

（a）普天間飛行場代替施設

・日本及び米国は、普天間飛行場代替施設を、辺野古岬と

これに隣接する大浦湾と辺野古湾の水域を結ぶ形で設置

し、V字型に配置される 2本の滑走路はそれぞれ 1600 メ

ートルの長さを有し、2 つの 100 メートルのオーバーラン

を有する。各滑走路の在る部分の施設の長さは、護岸を除

いて 1800 メートルとなる。この施設は、合意された運用

上の能力を確保するとともに、安全性、騒音及び環境への

影響という問題に対処するものである。

・合意された支援施設を含めた普天間飛行場代替施設をキ

ャンプ・シュワブ区域に設置するため、キャンプ・シュワ

ブの施設及び隣接する水域の再編成などの必要な調整が

行われる。 

・普天間飛行場代替施設の建設は、2014 年までの完成が

目標とされる。

・普天間飛行場代替施設への移設は、同施設が完全に運用

上の能力を備えた時に実施される。

・普天間飛行場の能力を代替することに関連する、航空自

衛隊新田原基地及び築城基地の緊急時の使用のための施

設整備は、実地調査実施の後、普天間飛行場の返還の前に、

必要に応じて、行われる。

・民間施設の緊急時における使用を改善するための所要が、

二国間の計画検討作業の文脈で検討され、普天間飛行場の

返還を実現するために適切な措置がとられる。 

・普天間飛行場代替施設の工法は、原則として、埋立てと

なる。

・米国政府は、この施設から戦闘機を運用する計画を有し

ていない。

（b）兵力削減とグアムへの移転

・約 8000 名の第 3海兵機動展開部隊の要員と、その家族

約 9000 名は、部隊の一体性を維持するような形で 2014

年までに沖縄からグアムに移転する。移転する部隊は、第

3海兵機動展開部隊の指揮部隊、第 3海兵師団司令部、第

3海兵後方群（戦務支援群から改称）司令部、第 1海兵航

空団司令部及び第 12 海兵連隊司令部を含む。

・対象となる部隊は、キャンプ・コートニー、キャンプ・

ハンセン、普天間飛行場、キャンプ瑞慶覧及び牧港補給地

区といった施設から移転する。

・沖縄に残る米海兵隊の兵力は、司令部、陸上、航空、戦

闘支援及び基地支援能力といった海兵空地任務部隊の要

素から構成される。

・第 3 海兵機動展開部隊のグアムへの移転のための施設及

びインフラの整備費算定額 102．7億ドルのうち、日本は、

これらの兵力の移転が早期に実現されることへの沖縄住

民の強い希望を認識しつつ、これらの兵力の移転が可能と

なるよう、グアムにおける施設及びインフラ整備のため、 

28 億ドルの直接的な財政支援を含め、60．9 億ドル（2008

米会計年度の価格）を提供する。米国は、グアムへの移転

のための施設及びインフラ整備費の残りを負担する。これ

は、2008 米会計年度の価格で算定して、財政支出 31．8

億ドルと道路のための約 10 億ドルから成る。

（c）土地の返還及び施設の共同使用

・普天間飛行場代替施設への移転、普天間飛行場の返還及

びグアムへの第 3 海兵機動展開部隊要員の移転に続いて、

沖縄に残る施設・区域が統合され、嘉手納飛行場以南の相

当規模の土地の返還が可能となる。

・双方は、2007 年 3月までに、統合のための詳細な計画

を作成する。この計画においては、以下の 6 つの候補施設

について、全面的又は部分的な返還が検討される。

⊙キャンプ桑江：全面返還。 
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⊙キャンプ瑞慶覧：部分返還及び残りの施設とインフラ

の可能な限りの統合。 

⊙普天間飛行場：全面返還（上記の普天間飛行場代替施

設の項を参照）。 

⊙牧港補給地区：全面返還。 

⊙那覇港湾施設：全面返還（浦添に建設される新たな施

設（追加的な集積場を含む。）に移設）。 

⊙陸軍貯油施設第 1桑江タンク・ファーム：全面返還。 

・返還対象となる施設に所在する機能及び能力で、沖縄に

残る部隊が必要とするすべてのものは、沖縄の中で移設さ

れる。これらの移設は、対象施設の返還前に実施される。 

・SACO 最終報告の着実な実施の重要性を強調しつつ、SACO

による移設・返還計画については、再評価が必要となる可

能性がある。 

・キャンプ・ハンセンは、陸上自衛隊の訓練に使用される。

施設整備を必要としない共同使用は、2006 年から可能と

なる。 

・航空自衛隊は、地元への騒音の影響を考慮しつつ、米軍

との共同訓練のために嘉手納飛行場を使用する。 

（d）再編案間の関係 

・全体的なパッケージの中で、沖縄に関連する再編案は、

相互に結びついている。 

・特に、嘉手納以南の統合及び土地の返還は、第 3 海兵機

動展開部隊要員及びその家族の沖縄からグアムへの移転

完了に懸かっている。 

・沖縄からグアムへの第 3海兵機動展開部隊の移転は、（1）

普天間飛行場代替施設の完成に向けた具体的な進展、（2）

グアムにおける所要の施設及びインフラ整備のための日

本の資金的貢献に懸かっている。 

2．米陸軍司令部能力の改善 

・キャンプ座間の米陸軍司令部は、2008 米会計年度まで

に改編される。その後、陸上自衛隊中央即応集団司令部が、

2012 年度（以下、日本国の会計年度）までにキャンプ座

間に移転する。自衛隊のヘリコプターは、キャンプ座間の

キャスナー・ヘリポートに出入りすることができる。 

・在日米陸軍司令部の改編に伴い、戦闘指揮訓練センター

その他の支援施設が、米国の資金で相模総合補給廠内に建

設される。 

・この改編に関連して、キャンプ座間及び相模総合補給廠

の効率的かつ効果的な使用のための以下の措置が実施さ

れる。  

⊙相模総合補給廠の一部は、地元の再開発のため（約 15

ヘクタール）、また、道路及び地下を通る線路のため（約

2ヘクタール）に返還される。影響を受ける住宅は相模

原住宅地区に移設される。 

⊙相模総合補給廠の北西部の野積場の特定の部分（約 35

ヘクタール）は、緊急時や訓練目的に必要である時を除

き、地元の使用に供される。 

⊙キャンプ座間のチャペル・ヒル住宅地区の一部（1．1

ヘクタール）は、影響を受ける住宅のキャンプ座間内で

の移設後に、日本国政府に返還される。チャペル・ヒル

住宅地区における、あり得べき追加的な土地返還に関す

る更なる協議は、適切に行われる。 

3．横田飛行場及び空域 

・航空自衛隊航空総隊司令部及び関連部隊は、2010 年度

に横田飛行場に移転する。施設の使用に関する共同の全体

計画は、施設及びインフラの所要を確保するよう作成され

る。 

・横田飛行場の共同統合運用調整所は、防空及びミサイル

防衛に関する調整を併置して行う機能を含む。日本国政府

及び米国政府は、自らが必要とする装備やシステムにつき

それぞれ資金負担するとともに、双方は、共用する装備や

システムの適切な資金負担について調整する。 

・軍事運用上の所要を満たしつつ、横田空域における民間

航空機の航行を円滑化するため、以下の措置が追求される。  

⊙民間航空の事業者に対して、横田空域を通過するため

の既存の手続について情報提供するプログラムを 2006

年度に立ち上げる。 

⊙横田空域の一部について、2008 年 9 月までに管制業務

を日本に返還する。返還される空域は、2006 年 10 月ま

でに特定される。 

⊙横田空域の一部について、軍事上の目的に必要でない

ときに管制業務の責任を一時的に日本国の当局に移管

するための手続を 2006 年度に作成する。 

⊙日本における空域の使用に関する、民間及び（日本及

び米国の）軍事上の所要の将来の在り方を満たすような、

関連空域の再編成や航空管制手続の変更のための選択

肢を包括的に検討する一環として、横田空域全体のあり

得べき返還に必要な条件を検討する。この検討は、嘉手

納レーダー進入管制業務の移管の経験から得られる教

訓や、在日米軍と日本の管制官の併置の経験から得られ

る教訓を考慮する。この検討は 2009 年度に完了する。 
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・日本国政府及び米国政府は、横田飛行場のあり得べき軍

民共同使用の具体的な条件や態様に関する検討を実施し、

開始から 12 か月以内に終了する。  

⊙この検討は、共同使用が横田飛行場の軍事上の運用や

安全及び軍事運用上の能力を損なってはならないとの

共通の理解の下で行われる。 

⊙両政府は、この検討の結果に基づき協議し、その上で

軍民共同使用に関する適切な決定を行う。 

4．厚木飛行場から岩国飛行場への空母艦載機の移駐 

・第 5空母航空団の厚木飛行場から岩国飛行場への移駐は、

F/A-18、EA-6B、E-2C 及び C-2 航空機から構成され、（1）

必要な施設が完成し、（2）訓練空域及び岩国レーダー進

入管制空域の調整が行われた後、2014 年までに完了する。 

・厚木飛行場から行われる継続的な米軍の運用の所要を考

慮しつつ、厚木飛行場において、海上自衛隊 EP-3、OP-3、

UP-3 飛行隊等の岩国飛行場からの移駐を受け入れるため

の必要な施設が整備される。 

・KC-130 飛行隊は、司令部、整備支援施設及び家族支援

施設とともに、岩国飛行場を拠点とする。航空機は、訓練

及び運用のため、海上自衛隊鹿屋基地及びグアムに定期的

にローテーションで展開する。KC-130 航空機の展開を支

援するため、鹿屋基地において必要な施設が整備される。 

・海兵隊 CH-53D ヘリは、第 3海兵機動展開部隊の要員が

沖縄からグアムに移転する際に、岩国飛行場からグアムに

移転する。 

・訓練空域及び岩国レーダー進入管制空域は、米軍、自衛

隊及び民間航空機（隣接する空域内のものを含む）の訓練

及び運用上の所要を安全に満たすよう、合同委員会を通じ

て、調整される。 

・恒常的な空母艦載機離発着訓練施設について検討を行う

ための二国間の枠組みが設けられ、恒常的な施設を 2009

年 7 月又はその後のできるだけ早い時期に選定すること

を目標とする。 

・将来の民間航空施設の一部が岩国飛行場に設けられる。 

5．ミサイル防衛 

・双方が追加的な能力を展開し、それぞれの弾道ミサイル

防衛能力を向上させることに応じて、緊密な連携が継続さ

れる。 

・新たな米軍の Xバンド・レーダー・システムの最適な展

開地として航空自衛隊車力分屯基地が選定された。レーダ

ーが運用可能となる 2006 年夏までに、必要な措置や米側

の資金負担による施設改修が行われる。 

・米国政府は、Xバンド・レーダーのデータを日本国政府

と共有する。 

・米軍のパトリオット PAC-3 能力が、日本における既存の

米軍施設・区域に展開され、可能な限り早い時期に運用可

能となる。 

6．訓練移転 

・双方は、2007 年度からの共同訓練に関する年間計画を

作成する。必要に応じて、2006 年度における補足的な計

画が作成され得る。 

・当分の間、嘉手納飛行場、三沢飛行場及び岩国飛行場の

3つの米軍施設からの航空機が、千歳、三沢、百里、小松、

築城及び新田原の自衛隊施設から行われる移転訓練に参

加する。双方は、将来の共同訓練・演習のための自衛隊施

設の使用拡大に向けて取り組む。 

・日本国政府は、実地調査を行った上で、必要に応じて、

自衛隊施設における訓練移転のためのインフラを改善す

る。 

・移転される訓練については、施設や訓練の所要を考慮し

て、在日米軍が現在得ることのできる訓練の質を低下させ

ることはない。 

・一般に、共同訓練は、1回につき 1～5機の航空機が 1

～7日間参加するものから始め、いずれ、6～12 機の航空

機が 8～14 日間参加するものへと発展させる。 

・共同使用の条件が合同委員会合意で定められている自衛

隊施設については、共同訓練の回数に関する制限を撤廃す

る。各自衛隊施設の共同使用の合計日数及び 1回の訓練の

期間に関する制限は維持される。 

・日本国政府及び米国政府は、即応性の維持が優先される

ことに留意しつつ、共同訓練の費用を適切に分担する。 
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日米安全保障協議委員会（「２＋２」）共同発表 

変化する安全保障環境のためのより力強い同盟 

＜新たな日米防衛協力のための指針＞ 

（２０１５年４月２７日） 

（概要） 

１．概観 

２０１５年４月２７日、ニューヨークにおいて、岸田文

雄外務大臣、中谷元防衛大臣、ジョン・ケリー国務長官及

びアシュトン・カーター国防長官は、日米安全保障協議委

員会（ＳＣＣ）を開催した。変化する安全保障環境に鑑み、

閣僚は、日本の安全並びに国際の平和及び安全の維持に対

する同盟のコミットメントを再確認した。 

閣僚は、見直し後の新たな「日米防衛協力のための指針」

（以下「指針」という。）の了承及び発出を公表した。こ

の指針は、日米両国の役割及び任務を更新し、２１世紀に

おいて新たに発生している安全保障上の課題に対処する

ための、よりバランスのとれた、より実効的な同盟を促進

するものである。閣僚は、様々な地域の及びグローバルな

課題、二国間の安全保障及び防衛協力を多様な分野におい

て強化するためのイニシアティブ、地域協力の強化の推進

並びに在日米軍の再編の前進について議論した。 

２０１５年の米国国家安全保障戦略において明記され

ているとおり、米国はアジア太平洋地域へのリバランスを

積極的に実施している。核及び通常戦力を含むあらゆる種

類の米国の軍事力による、日本の防衛に対する米国の揺る

ぎないコミットメントがこの取組の中心にある。日本は、

この地域における米国の関与を高く評価する。この文脈に

おいて、閣僚は、地域の平和、安全及び繁栄の推進におけ

る日米同盟の不可欠な役割を再確認した。 

日本が国際協調主義に基づく「積極的平和主義」の政策

を継続する中で、米国は、日本の最近の重要な成果を歓迎

し、支持する。これらの成果には、切れ目のない安全保障

法制の整備のための２０１４年７月１日の日本政府の閣

議決定、国家安全保障会議の設置、防衛装備移転三原則、

特定秘密保護法、サイバーセキュリティ基本法、新「宇宙

基本計画」及び開発協力大綱が含まれる。 

閣僚は、新たな指針並びに日米各国の安全保障及び防衛

政策によって強化された日米同盟が、アジア太平洋地域の

平和及び安全の礎として、また、より平和で安定した国際

安全保障環境を推進するための基盤として役割を果たし

続けることを確認した。 

閣僚はまた、尖閣諸島が日本の施政の下にある領域であ

り、したがって日米安全保障条約第５条の下でのコミット

メントの範囲に含まれること、及び同諸島に対する日本の

施政を損なおうとするいかなる一方的な行動にも反対す

ることを再確認した。 

２．新たな日米防衛協力のための指針 

１９７８年１１月２７日に初めて了承され、１９９７年

９月２３日に見直しが行われた指針は、日米両国の役割及

び任務並びに協力及び調整の在り方についての一般的な

大枠及び政策的な方向性を示してきた。２０１３年１０月

３日に東京で開催されたＳＣＣにおいて、閣僚は、変化す

る安全保障環境に関する見解を共有し、防衛協力小委員会

（ＳＤＣ）に対し、紛争を抑止し並びに平和及び安全を促

進する上で同盟が引き続き不可欠な役割を果たすことを

確保するため、１９９７年の指針の変更に関する勧告を作

成するよう指示した。 

本日、ＳＣＣは、ＳＤＣが勧告した新たな指針を了承し

た。これにより、２０１３年１０月に閣僚から示された指

針の見直しの目的が達成される。１９９７年の指針に代わ

る新たな指針は、日米両国の役割及び任務についての一般

的な大枠及び政策的な方向性を更新するとともに、同盟を

現代に適合したものとし、また、平時から緊急事態までの

あらゆる段階における抑止力及び対処力を強化すること

で、より力強い同盟とより大きな責任の共有のための戦略

的な構想を明らかにする。 

新たな指針と切れ目のない安全保障法制を整備するた

めの日本の取組との整合性を確保することの重要性を認

識し、閣僚は、当該法制が、新たな指針の下での二国間 

の取組をより実効的なものとすることを認識した。米国は、

日本の「積極的平和主義」の政策及び２０１４年７月の閣

議決定を反映する当該法制を整備するために現在行われ

ている取組を歓迎し、支持する。 

指針の中核は、引き続き、日本の平和及び安全に対する

揺るぎないコミットメントである。新たな指針は、日米両

政府が、二国間協力を次の様々な分野にもわたって拡大し

つつ、切れ目のない、力強い、柔軟かつ実効的な同盟とし

ての対応を通じてそのコミットメントを果たすための能

力を強化し続けるための方法及び手段を詳述する。 

同盟調整メカニズム： 新たな指針の下で、日米両国は、
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平時から緊急事態までのあらゆる段階における切れ目の

ない対応を可能とする、平時から利用可能な、政府全体に

わたる同盟内の調整のためのメカニズムを設置する。 

地域的な及びグローバルな協力： 新たな指針は、同盟

が、適切な場合に、日本の国内法令に従った方法により、

平和維持活動、海洋安全保障及び後方支援等の国際的な安

全保障上の取組に対して一層大きな貢献を行うことを可

能とする。閣僚は、地域の及び他のパートナー並びに国際

機関と協力することの重要性を改めて表明した。 

新たな戦略的な協力： 変化する世界は現代的な同盟を

必要としており、新たな指針は、日米両国が、宇宙及びサ

イバー空間において、また、領域を横断する形で効果をも

たらすことを意図した活動を行うに当たり、協力を行うた

めの基盤を構築する。 

人道支援・災害救援： 新たな指針は、日本及び世界各

地における大規模災害への対処における二国間協力の実

効性を一層向上させるために日米両政府が協働し得る方

法を示す。 

力強い基盤： 新たな指針はまた、防衛装備・技術協力、

情報協力・情報保全及び教育・研究交流を含む、二国間協

力のあらゆる側面に貢献する取組及び活動を示す。 

閣僚は、新たな指針の下での共同の取組に着手するとの

意図を確認した。この文脈において、ＳＣＣは、ＳＤＣに

対し、平時から利用可能な同盟調整メカニズムの設置及び

共同計画策定メカニズムの改良並びにこれによる共同計

画の策定の強化を含め、新たな指針を実施するよう指示し

た。閣僚はまた、新たな指針が展望する後方支援に係る相

互協力を実施するための物品役務相互提供協定を迅速に

交渉するとの意図を表明した。 

３．二国間の安全保障及び防衛協力 

閣僚は、様々な分野における二国間の安全保障及び防衛

協力を強化することによって同盟の抑止力及び対処力を

強化するための現在も見られる進捗について、満足の意 

をもって留意する。閣僚は、 

・ 最も現代的かつ高度な米国の能力を日本に配備するこ

との戦略的重要性を確認した。当該配備は同盟の抑止力を

強化し、日本及びアジア太平洋地域の安全に寄与する。こ

の文脈において、閣僚は、米海軍によるＰ－８哨戒機の嘉

手納飛行場への配備、米空軍によるグローバル・ホーク無

人機の三沢飛行場へのローテーション展開、改良された輸

送揚陸艦であるグリーン・ベイの配備及び２０１７年に米

海兵隊Ｆ－３５Ｂを日本に配備するとの米国の計画を歓

迎した。さらに、閣僚は、２０１７年までに横須賀海軍施

設にイージス艦を追加配備するとの米国の計画、及び本年

後半に空母ジョージ・ワシントンをより高度な空母ロナル

ド・レーガンに交代させることを歓迎した。 

・ 核及び通常戦力についての議論を通じたものを含め、

日本に対する米国の防衛上のコミットメントの信頼性を

強化する日米拡大抑止協議を通じた取組を継続すること

を決意した。 

・ 弾道ミサイル防衛（ＢＭＤ）能力の向上における協力

を維持すること、特に２０１４年１２月のＡＮ／ＴＰＹ－

２レーダー（Ｘバンド・レーダー）システムの経ヶ岬への

配備及び２０１７年までに予定されている２隻のＢＭＤ

駆逐艦の日本への追加配備の重要性を強調した。これらの

アセットは、連携の下で運用され、日米両国の防衛に直接

的に寄与する。 

・ 宇宙安全保障、特に、政府一体となっての取組である

宇宙に関する包括的日米対話及び安全保障分野における

日米宇宙協議を通じた、抗たん性及び能力向上分野におけ

る協力の強化を強調した。閣僚はまた、宇宙航空研究開発

機構による宇宙状況監視（ＳＳＡ）情報の米国への提供及

び両国の防衛当局間で宇宙に関連した事項を議論するた

めの新たな枠組みの設置による協力の強化を強調した。 

・ サイバー空間に係る諸課題に関する協力、特に、政府

一体となっての取組である日米サイバー対話及び日米サ

イバー防衛政策作業部会を通じた、脅威情報の共有及び任

務保証並びに重要インフラ防護分野における協力での継

続的な進展を求めた。 

・ 情報収集、警戒監視及び偵察（ＩＳＲ）協力の強化、

特に米空軍によるグローバル・ホーク無人機の三沢飛行場

へのローテーション展開及び日本による高度なＩＳＲ基

盤の調達計画を賞賛した。 

・ 日本の新たな防衛装備移転三原則、及びＦ－３５の地

域における整備・修理・オーバーホール・アップグレード

能力の日本での確立に係る最近の米国の決定に示された、

後方支援及び防衛装備協力の拡大を賞賛した。閣僚は、高

度な能力に係る共同研究・開発を促進する日米装備・技術

定期協議（Ｓ＆ＴＦ）と同盟の役割・任務・能力（ＲＭＣ）

に関する対話の連携を通じた防衛装備協力の強化を強調
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した。 

・ 情報保全に関する日米協議を通じた継続的な進展及び

日本の特定秘密保護法の施行により示された、情報保全協

力の強化の重要性を確認した。この法律により、日本政府

は、平時及び緊急事態における機微な情報の安全な交換を

円滑にするために必要な政策、慣行及び手続を整備した。 

さらに、閣僚は、在日米軍駐留経費負担が、複雑さを増

す安全保障環境において日本の平和及び安全に資するも

のである前方展開した在日米軍のプレゼンスに対する日

本の継続的な支援を示してきたことを確認した。閣僚は、

２０１１年６月のＳＣＣ文書に示す現行の在日米軍駐留

経費負担のコミットメントが２０１６年３月に終了する

ことに留意し、適切な水準の在日米軍駐留経費負担を行う

将来の取決めに関する協議を開始する意図を表明した。 

共同の活動の範囲が拡大していることを認識し、閣僚は、

同盟管理プロセスの効率性及び実効性を強化する適切な

二国間協議の枠組みを可及的速やかに検討するとの意図

を確認した。 

４．地域的及び国際的な協力 

日米同盟がアジア太平洋地域の平和及び安全の礎であ

り、また、より平和で安定した国際安全保障環境を推進す

るための基盤であることを認識し、閣僚は、次の分野にお

ける最近の進展を強調した。 

・ ２０１３年１１月のフィリピンにおける台風への対処

における緊密な調整に示された、人道支援・災害救援活動

における協力の強化。 

・ 沿岸巡視船の提供及びその他の海洋安全保障能力の構

築のための取組によるものを含め、特に東南アジアでのパ

ートナーに対する能力構築における継続的かつ緊密な連

携。 

・ 特に韓国及び豪州並びに東南アジア諸国連合等の主要

なパートナーとの三か国及び多国間協力の拡大。閣僚は、

北朝鮮による核及びミサイルの脅威に関する韓国との三

者間情報共有取決めの最近の署名を強調し、この枠組みを

将来に向けた三か国協力の拡大のための基盤として活用

していくことを決意した。閣僚はまた、日米豪安全保障・

防衛協力会合を通じ、東南アジアにおける能力構築のため

の活動並びに安全保障及び防衛に係る事項について、豪州

とのより緊密な協力を追求するとの意図を確認した。 

５．在日米軍再編 

閣僚は、在日米軍の再編の過程を通じて訓練能力を含む

運用能力を確保しつつ、在日米軍の再編に係る既存の取決

めを可能な限り速やかに実施することに対する日米両政

府の継続的なコミットメントを再確認した。閣僚は、地元

への米軍の影響を軽減しつつ、将来の課題及び脅威に効果

的に対処するための能力を強化することで抑止力が強化

される強固かつ柔軟な兵力態勢を維持することに対する

コミットメントを強調した。この文脈で、閣僚は、普天間

飛行場から岩国飛行場へのＫＣ－１３０飛行隊の移駐を

歓迎し、訓練場及び施設の整備等の取組を通じた、沖縄県

外の場所への移転を含む、航空機訓練移転を継続すること

に対するコミットメントを確認した。 

この取組の重要な要素として、閣僚は、普天間飛行場の

代替施設（ＦＲＦ）をキャンプ・シュワブ辺野古崎地区及

びこれに隣接する水域に建設することが、運用上、政治上、

財政上及び戦略上の懸念に対処し、普天間飛行場の継続的

な使用を回避するための唯一の解決策であることを再確

認した。閣僚は、この計画に対する日米両政府の揺るぎな

いコミットメントを再確認し、同計画の完了及び長期にわ

たり望まれてきた普天間飛行場の日本への返還を達成す

るとの強い決意を強調した。米国は、ＦＲＦ建設事業の着

実かつ継続的な進展を歓迎する。 

閣僚はまた、２００６年の「ロードマップ」及び２０１

３年４月の統合計画に基づく嘉手納飛行場以南の土地の

返還の重要性を再確認し、同計画の実施に引き続き取り組

むとの日米両政府の決意を改めて表明し、２０１６年春ま

でに同計画が更新されることを期待した。閣僚は、この計

画に従ってこれまでに完了した土地の返還のうち最も重

要な本年３月３１日のキャンプ瑞慶覧西普天間住宅地区

の計画どおりの返還を強調した。 

閣僚は、日米両政府が、改正されたグアム協定に基づき、

沖縄からグアムを含む日本国外の場所への米海兵隊の要

員の移転を着実に実施していることを確認した。 

閣僚は、環境保護のための協力を強化することへのコミ

ットメントを再確認し、環境上の課題について更なる取組

を行うことの重要性を確認した。この目的のため、閣僚は、

環境の管理の分野における協力に関する補足協定につい

ての進展を歓迎し、可能な限り迅速に同協定に付随する文

書の交渉を継続する意図を確認した。 
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日米防衛協力のための指針 

（２０１５年４月２７日） 

Ⅰ．防衛協力と指針の目的 

平時から緊急事態までのいかなる状況においても日本

の平和及び安全を確保するため、また、アジア太平洋地域

及びこれを越えた地域が安定し、平和で繁栄したものとな

るよう、日米両国間の安全保障及び防衛協力は、次の事項

を強調する。 

・ 切れ目のない、力強い、柔軟かつ実効的な日米共同の

対応 

・ 日米両政府の国家安全保障政策間の相乗効果 

・ 政府一体となっての同盟としての取組 

・ 地域の及び他のパートナー並びに国際機関との協力 

・ 日米同盟のグローバルな性質 

日米両政府は、日米同盟を継続的に強化する。各政府は、

その国家安全保障政策に基づき、各自の防衛態勢を維持す

る。日本は、「国家安全保障戦略」及び「防衛計画の大綱」

に基づき防衛力を保持する。米国は、引き続き、その核戦

力を含むあらゆる種類の能力を通じ、日本に対して拡大抑

止を提供する。米国はまた、引き続き、アジア太平洋地域

において即応態勢にある戦力を前方展開するとともに、そ

れらの戦力を迅速に増強する能力を維持する。日米防衛協

力のための指針（以下「指針」という。）は、二国間の安

全保障及び防衛協力の実効性を向上させるため、日米両国

の役割及び任務並びに協力及び調整の在り方についての

一般的な大枠及び政策的な方向性を示す。これにより、指

針は、平和及び安全を促進し、紛争を抑止し、経済的な繁

栄の基盤を確実なものとし、日米同盟の重要性についての

国内外の理解を促進する。 

Ⅱ．基本的な前提及び考え方 

指針並びにその下での行動及び活動は、次の基本的な前

提及び考え方に従う。 

Ａ．日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保

障条約（日米安全保障条約）及びその関連取極に基づく権

利及び義務並びに日米同盟関係の基本的な枠組みは、変更

されない。 

Ｂ．日本及び米国により指針の下で行われる全ての行動及

び活動は、紛争の平和的解決及び国家の主権平等に関する

ものその他の国際連合憲章の規定並びにその他の関連す

る国際約束を含む国際法に合致するものである。 

Ｃ．日本及び米国により行われる全ての行動及び活動は、

各々の憲法及びその時々において適用のある国内法令並

びに国家安全保障政策の基本的な方針に従って行われる。

日本の行動及び活動は、専守防衛、非核三原則等の日本の

基本的な方針に従って行われる。 

Ｄ．指針は、いずれの政府にも立法上、予算上、行政上又

はその他の措置をとることを義務付けるものではなく、ま

た、指針は、いずれの政府にも法的権利又は義務を生じさ

せるものではない。しかしながら、二国間協力のための実

効的な態勢の構築が指針の目標であることから、日米両政

府が、各々の判断に従い、このような努力の結果を各々の

具体的な政策及び措置に適切な形で反映することが期待

される。 

Ⅲ. 強化された同盟内の調整 

指針の下での実効的な二国間協力のため、平時から緊急

事態まで、日米両政府が緊密な協議並びに政策面及び運用

面の的確な調整を行うことが必要となる。二国間の安全保

障及び防衛協力の成功を確かなものとするため、日米両政

府は、十分な情報を得て、様々なレベルにおいて調整を行

うことが必要となる。この目標に向かって、日米両政府は、

情報共有を強化し、切れ目のない、実効的な、全ての関係

機関を含む政府全体にわたる同盟内の調整を確保するた

め、あらゆる経路を活用する。この目的のため、日米両政

府は、新たな、平時から利用可能な同盟調整メカニズムを

設置し、運用面の調整を強化し、共同計画の策定を強化す

る。 

Ａ．同盟調整メカニズム 

持続する、及び発生する脅威は、日米両国の平和及び安

全に対し深刻かつ即時の影響を与え得る。日米両政府は、

日本の平和及び安全に影響を与える状況その他の同盟と

しての対応を必要とする可能性があるあらゆる状況に切

れ目のない形で実効的に対処するため、同盟調整メカニズ

ムを活用する。このメカニズムは、平時から緊急事態まで

のあらゆる段階において自衛隊及び米軍により実施され

る活動に関連した政策面及び運用面の調整を強化する。こ

のメカニズムはまた、適時の情報共有並びに共通の情勢認

識の構築及び維持に寄与する。日米両政府は、実効的な調

整を確保するため、必要な手順及び基盤（施設及び情報通

信システムを含む。）を確立するとともに、定期的な訓練・

演習を実施する。 

資料 25 
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日米両政府は、同盟調整メカニズムにおける調整の手順及

び参加機関の構成の詳細を状況に応じたものとする。この

手順の一環として、平時から、連絡窓口に係る情報が共有

され及び保持される。 

Ｂ．強化された運用面の調整 

柔軟かつ即応性のある指揮・統制のための強化された二

国間の運用面の調整は、日米両国にとって決定的に重要な

中核的能力である。この文脈において、日米両政府は、自

衛隊と米軍との間の協力を強化するため、運用面の調整機

能が併置されることが引き続き重要であることを認識す

る。自衛隊及び米軍は、緊密な情報共有を確保し、平時か

ら緊急事態までの調整を円滑にし及び国際的な活動を支

援するため、要員の交換を行う。自衛隊及び米軍は、緊密

に協力し及び調整しつつ、各々の指揮系統を通じて行動す

る。 

Ｃ．共同計画の策定 

日米両政府は、自衛隊及び米軍による整合のとれた運用

を円滑かつ実効的に行うことを確保するため、引き続き、

共同計画を策定し及び更新する。日米両政府は、計画の実

効性及び柔軟、適時かつ適切な対処能力を確保するため、

適切な場合に、運用面及び後方支援面の所要並びにこれを

満たす方策をあらかじめ特定することを含め、関連情報を

交換する。日米両政府は、平時において、日本の平和及び

安全に関連する緊急事態について、各々の政府の関係機関

を含む改良された共同計画策定メカニズムを通じ、共同計

画の策定を行う。共同計画は、適切な場合に、関係機関か

らの情報を得つつ策定される。日米安全保障協議委員会は、

引き続き、方向性の提示、このメカニズムの下での計画の

策定に係る進捗の確認及び必要に応じた指示の発出につ

いて責任を有する。日米安全保障協議委員会は、適切な下

部組織により補佐される。共同計画は、日米両政府双方の

計画に適切に反映される。 

Ⅳ．日本の平和及び安全の切れ目のない確保 

持続する、及び発生する脅威は、日本の平和及び安全に

対し深刻かつ即時の影響を与え得る。この複雑さを増す安

全保障環境において、日米両政府は、日本に対する武力攻

撃を伴わない時の状況を含め、平時から緊急事態までのい

かなる段階においても、切れ目のない形で、日本の平和及

び安全を確保するための措置をとる。この文脈において、

日米両政府はまた、パートナーとの更なる協力を推進する。

日米両政府は、これらの措置が、各状況に応じた柔軟、適

時かつ実効的な二国間の調整に基づいてとられる必要が

あること、及び同盟としての適切な対応のためには省庁間

調整が不可欠であることを認識する。したがって、日米両

政府は、適切な場合に、次の目的のために政府全体にわた

る同盟調整メカニズムを活用する。 

・ 状況を評価すること 

・ 情報を共有すること、及び 

・ 柔軟に選択される抑止措置及び事態の緩和を目的とし

た行動を含む同盟としての適切な対応を実施するための

方法を立案すること 

日米両政府はまた、これらの二国間の取組を支えるため、

日本の平和及び安全に影響を与える可能性がある事項に

関する適切な経路を通じた戦略的な情報発信を調整する。 

Ａ．平時からの協力措置 

日米両政府は、日本の平和及び安全の維持を確保するた

め、日米同盟の抑止力及び能力を強化するための、外交努

力によるものを含む広範な分野にわたる協力を推進する。

自衛隊及び米軍は、あらゆるあり得べき状況に備えるため、

相互運用性、即応性及び警戒態勢を強化する。このため、

日米両政府は、次のものを含むが、これに限られない措置 

をとる。 

１．情報収集、警戒監視及び偵察 

日米両政府は、日本の平和及び安全に対する脅威のあら

ゆる兆候を極力早期に特定し並びに情報収集及び分析に

おける決定的な優越を確保するため、共通の情勢認識を構

築し及び維持しつつ、情報を共有し及び保護する。これに

は、関係機関間の調整及び協力の強化を含む。自衛隊及び

米軍は、各々のアセットの能力及び利用可能性に応じ、情

報収集、警戒監視及び偵察（ＩＳＲ）活動を行う。これに

は、日本の平和及び安全に影響を与え得る状況の推移を常

続的に監視することを確保するため、相互に支援する形で

共同のＩＳＲ活動を行うことを含む。 

２．防空及びミサイル防衛 

自衛隊及び米軍は、弾道ミサイル発射及び経空の侵入に

対する抑止及び防衛態勢を維持し及び強化する。日米両政

府は、早期警戒能力、相互運用性、ネットワーク化による 

監視範囲及びリアルタイムの情報交換を拡大するため並

びに弾道ミサイル対処能力の総合的な向上を図るため、協

力する。さらに、日米両政府は、引き続き、挑発的なミサ 
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イル発射及びその他の航空活動に対処するに当たり緊密

に調整する。 

３．海洋安全保障 

日米両政府は、航行の自由を含む国際法に基づく海洋秩

序を維持するための措置に関し、相互に緊密に協力する。

自衛隊及び米軍は、必要に応じて関係機関との調整による 

ものを含め、海洋監視情報の共有を更に構築し及び強化し

つつ、適切な場合に、ＩＳＲ及び訓練・演習を通じた海洋

における日米両国のプレゼンスの維持及び強化等の様々

な取組において協力する。 

４．アセット（装備品等）の防護 

自衛隊及び米軍は、訓練・演習中を含め、連携して日本

の防衛に資する活動に現に従事している場合であって適

切なときは、各々のアセット（装備品等）を相互に防護す

る。 

５．訓練・演習 

自衛隊及び米軍は、相互運用性、持続性及び即応性を強

化するため、日本国内外双方において、実効的な二国間及

び多国間の訓練・演習を実施する。適時かつ実践的な訓練・ 

演習は、抑止を強化する。日米両政府は、これらの活動を

支えるため、訓練場、施設及び関連装備品が利用可能、ア

クセス可能かつ現代的なものであることを確保するため

に協力する。 

６．後方支援 

日本及び米国は、いかなる段階においても、各々自衛隊

及び米軍に対する後方支援の実施を主体的に行う。自衛隊

及び米軍は、日本国の自衛隊とアメリカ合衆国軍隊との間 

における後方支援、物品又は役務の相互の提供に関する日

本国政府とアメリカ合衆国政府との間の協定（日米物品役

務相互提供協定）及びその関連取決めに規定する活動につ 

いて、適切な場合に、補給、整備、輸送、施設及び衛生を

含むが、これらに限らない後方支援を相互に行う。 

７．施設の使用 

日米両政府は、自衛隊及び米軍の相互運用性を拡大し並

びに柔軟性及び抗たん性を向上させるため、施設・区域の

共同使用を強化し、施設・区域の安全の確保に当たって協 

力する。日米両政府はまた、緊急事態へ備えることの重要

性を認識し、適切な場合に、民間の空港及び港湾を含む施

設の実地調査の実施に当たって協力する。 

Ｂ．日本の平和及び安全に対して発生する脅威への対処 

同盟は、日本の平和及び安全に重要な影響を与える事態に

対処する。当該事態については地理的に定めることはでき

ない。この節に示す措置は、当該事態にいまだ至ってない

状況において、両国の各々の国内法令に従ってとり得るも

のを含む。早期の状況把握及び二国間の行動に関する状況

に合わせた断固たる意思決定は、当該事態の抑止及び緩和

に寄与する。日米両政府は、日本の平和及び安全を確保す

るため、平時からの協力的措置を継続することに加え、外

交努力を含むあらゆる手段を追求する。日米両政府は、同

盟調整メカニズムを活用しつつ、各々の決定により、次に

掲げるものを含むが、これらに限らない追加的措置をとる。 

１．非戦闘員を退避させるための活動 

日本国民又は米国国民である非戦闘員を第三国から安

全な地域に退避させる必要がある場合、各政府は、自国民

の退避及び現地当局との関係の処理について責任を有す

る。日米両政府は、適切な場合に、日本国民又は米国国民

である非戦闘員の退避を計画するに当たり調整し及び当

該非戦闘員の退避の実施に当たって協力する。これらの退

避活動は、輸送手段、施設等の各国の能力を相互補完的に

使用して実施される。日米両政府は、各々、第三国の非戦

闘員に対して退避に係る援助を行うことを検討すること

ができる。日米両政府は、退避者の安全、輸送手段及び施

設、通関、出入国管理及び検疫、安全な地域、衛生等の分

野において協力を実施するため、適切な場合に、同盟調整

メカニズムを通じ初期段階からの調整を行う。日米両政府

は、適切な場合に、訓練・演習の実施によるものを含め、

非戦闘員を退避させるための活動における調整を平時か

ら強化する。 

２．海洋安全保障 

日米両政府は、各々の能力を考慮しつつ、海洋安全保障

を強化するため、緊密に協力する。協力的措置には、情報

共有及び国際連合安全保障理事会決議その他の国際法上

の根拠に基づく船舶の検査を含み得るが、これらに限らな

い。 

３．避難民への対応のための措置 

日米両政府は、日本への避難民の流入が発生するおそれ

がある又は実際に始まるような状況に至る場合には、国際

法上の関係する義務に従った人道的な方法で避難民を扱

いつつ、日本の平和及び安全を維持するために協力する。

当該避難民への対応については、日本が主体的に実施する。
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米国は、日本からの要請に基づき、適切な支援を行う。 

４．捜索・救難 

日米両政府は、適切な場合に、捜索・救難活動において

協力し及び相互に支援する。自衛隊は、日本の国内法令に

従い、適切な場合に、関係機関と協力しつつ、米国による

戦闘捜索・救難活動に対して支援を行う。 

５．施設・区域の警護 

自衛隊及び米軍は、各々の施設・区域を関係当局と協力

して警護する責任を有する。日本は、米国からの要請に基

づき、米軍と緊密に協力し及び調整しつつ、日本国内の施

設・区域の追加的な警護を実施する。 

６．後方支援 

日米両政府は、実効的かつ効率的な活動を可能とするた

め、適切な場合に、相互の後方支援（補給、整備、輸送、

施設及び衛生を含むが、これらに限らない。）を強化する。 

これらには、運用面及び後方支援面の所要の迅速な確認並

びにこれを満たす方策の実施を含む。日本政府は、中央政

府及び地方公共団体の機関が有する権限及び能力並びに

民間が有する能力を適切に活用する。日本政府は、自国の

国内法令に従い、適切な場合に、後方支援及び関連支援を

行う。 

７．施設の使用 

日本政府は、日米安全保障条約及びその関連取極に従い、

必要に応じて、民間の空港及び港湾を含む施設を一時的な

使用に供する。日米両政府は、施設・区域の共同使用に 

おける協力を強化する。 

Ｃ．日本に対する武力攻撃への対処行動 

日本に対する武力攻撃への共同対処行動は、引き続き、

日米間の安全保障及び防衛協力の中核的要素である。日本

に対する武力攻撃が予測される場合、日米両政府は、日本

の防衛のために必要な準備を行いつつ、武力攻撃を抑止し

及び事態を緩和するための措置をとる。日本に対する武力

攻撃が発生した場合、日米両政府は、極力早期にこれを排

除し及び更なる攻撃を抑止するため、適切な共同対処行動

を実施する。日米両政府はまた、第Ⅳ章に掲げるものを含

む必要な措置をとる。 

１．日本に対する武力攻撃が予測される場合 

日本に対する武力攻撃が予測される場合、日米両政府は、

攻撃を抑止し及び事態を緩和するため、包括的かつ強固な

政府一体となっての取組を通じ、情報共有及び政策面の 

協議を強化し、外交努力を含むあらゆる手段を追求する。

自衛隊及び米軍は、必要な部隊展開の実施を含め、共同作

戦のための適切な態勢をとる。日本は、米軍の部隊展開を

支援するための基盤を確立し及び維持する。日米両政府 

による準備には、施設・区域の共同使用、補給、整備、輸

送、施設及び衛生を含むが、これらに限らない相互の後方

支援及び日本国内の米国の施設・区域の警護の強化を含み 

得る。 

２．日本に対する武力攻撃が発生した場合 

ａ．整合のとれた対処行動のための基本的考え方 

外交努力及び抑止にもかかわらず、日本に対する武力攻

撃が発生した場合、日米両国は、迅速に武力攻撃を排除し

及び更なる攻撃を抑止するために協力し、日本の平和及び 

安全を回復する。当該整合のとれた行動は、この地域の平

和及び安全の回復に寄与する。日本は、日本の国民及び領

域の防衛を引き続き主体的に実施し、日本に対する武力攻 

撃を極力早期に排除するため直ちに行動する。自衛隊は、

日本及びその周辺海空域並びに海空域の接近経路におけ

る防勢作戦を主体的に実施する。米国は、日本と緊密に調

整し、適切な支援を行う。米軍は、日本を防衛するため、

自衛隊を支援し及び補完する。米国は、日本の防衛を支援

し並びに平和及び安全を回復するような方法で、この地域

の環境を形成するための行動をとる。日米両政府は、日本

を防衛するためには国力の全ての手段が必要となること

を認識し、同盟調整メカニズムを通じて行動を調整するた

め、各々の指揮系統を活用しつつ、各々政府一体となって

の取組を進める。米国は、日本に駐留する兵力を含む前方

展開兵力を運用し、所要に応じその他のあらゆる地域から

の増援兵力を投入する。日本は、これらの部隊展開を円滑

にするために必要な基盤を確立し及び維持する。日米両政

府は、日本に対する武力攻撃への対処において、各々米軍

又は自衛隊及びその施設を防護するための適切な行動を

とる。 

ｂ．作戦構想 

ⅰ．空域を防衛するための作戦 

自衛隊及び米軍は、日本の上空及び周辺空域を防衛する

ため、共同作戦を実施する。自衛隊は、航空優勢を確保し

つつ、防空作戦を主体的に実施する。このため、自衛隊 

は、航空機及び巡航ミサイルによる攻撃に対する防衛を含

むが、これに限られない必要な行動をとる。米軍は、自衛



東京の米軍基地 2022 

【資料編】Ⅲ 在日米軍基地の再編、返還 

165 

 

隊の作戦を支援し及び補完するための作戦を実施する。 

ⅱ．弾道ミサイル攻撃に対処するための作戦 

自衛隊及び米軍は、日本に対する弾道ミサイル攻撃に対処

するため、共同作戦を実施する。自衛隊及び米軍は、弾道

ミサイル発射を早期に探知するため、リアルタイムの情報

交換を行う。弾道ミサイル攻撃の兆候がある場合、自衛隊

及び米軍は、日本に向けられた弾道ミサイル攻撃に対して

防衛し、弾道ミサイル防衛作戦に従事する部隊を防護する

ための実効的な態勢を維持する。自衛隊は、日本を防衛す

るため、弾道ミサイル防衛作戦を主体的に実施する。米軍

は、自衛隊の作戦を支援し及び補完するための作戦を実施

する。 

ⅲ．海域を防衛するための作戦 

自衛隊及び米軍は、日本の周辺海域を防衛し及び海上交

通の安全を確保するため、共同作戦を実施する。自衛隊は、

日本における主要な港湾及び海峡の防備、日本周辺海域に

おける艦船の防護並びにその他の関連する作戦を主体的

に実施する。このため、自衛隊は、沿岸防衛、対水上戦、

対潜戦、機雷戦、対空戦及び航空阻止を含むが、これに限

られない必要な行動をとる。米軍は、自衛隊の作戦を支援

し及び補完するための作戦を実施する。自衛隊及び米軍は、

当該武力攻撃に関与している敵に支援を行う船舶活動の

阻止において協力する。こうした活動の実効性は、関係機

関間の情報共有その他の形態の協力を通じて強化される。 

ⅳ．陸上攻撃に対処するための作戦 

自衛隊及び米軍は、日本に対する陸上攻撃に対処するた

め、陸、海、空又は水陸両用部隊を用いて、共同作戦を実

施する。自衛隊は、島嶼に対するものを含む陸上攻撃を阻

止し、排除するための作戦を主体的に実施する。必要が生

じた場合、自衛隊は島嶼を奪回するための作戦を実施する。

このため、自衛隊は、着上陸侵攻を阻止し排除するための

作戦、水陸両用作戦及び迅速な部隊展開を含むが、これに

限られない必要な行動をとる。自衛隊はまた、関係機関と

協力しつつ、潜入を伴うものを含め、日本における特殊作

戦部隊による攻撃等の不正規型の攻撃を主体的に撃破す

る。米軍は、自衛隊の作戦を支援し及び補完するための作

戦を実施する。 

ⅴ．領域横断的な作戦 

自衛隊及び米軍は、日本に対する武力攻撃を排除し及び

更なる攻撃を抑止するため、領域横断的な共同作戦を実施

する。これらの作戦は、複数の領域を横断して同時に効果 

を達成することを目的とする。領域横断的な協力の例には、

次に示す行動を含む。自衛隊及び米軍は、適切な場合に、

関係機関と協力しつつ、各々のＩＳＲ態勢を強化し、情報

共有を促進し及び各々のＩＳＲアセットを防護する。米軍

は、自衛隊を支援し及び補完するため、打撃力の使用を伴

う作戦を実施することができる。米軍がそのような作戦を

実施する場合、自衛隊は、必要に応じ、支援を行うことが

できる。これらの作戦は、適切な場合に、緊密な二国間調

整に基づいて実施される。日米両政府は、第Ⅵ章に示す二

国間協力に従い、宇宙及びサイバー空間における脅威に対

処するために協力する。自衛隊及び米軍の特殊作戦部隊は、

作戦実施中、適切に協力する。 

ｃ．作戦支援活動 

日米両政府は、共同作戦を支援するため、次の活動にお

いて協力する。 

ⅰ．通信電子活動 

日米両政府は、適切な場合に、通信電子能力の効果的な

活用を確保するため、相互に支援する。自衛隊及び米軍は、

共通の状況認識の下での共同作戦のため、自衛隊と米軍と

の間の効果的な通信を確保し、共通作戦状況図を維持する。 

ⅱ．捜索・救難 

自衛隊及び米軍は、適切な場合に、関係機関と協力しつ

つ、戦闘捜索・救難活動を含む捜索・救難活動において、

協力し及び相互に支援する。 

ⅲ．後方支援 

作戦上各々の後方支援能力の補完が必要となる場合、自

衛隊及び米軍は、各々の能力及び利用可能性に基づき、柔

軟かつ適時の後方支援を相互に行う。日米両政府は、支援

を行うため、中央政府及び地方公共団体の機関が有する権

限及び能力並びに民間が有する能力を適切に活用する。 

iv．施設の使用 

日本政府は、必要に応じ、日米安全保障条約及びその関

連取極に従い、施設の追加提供を行う。日米両政府は、施

設・区域の共同使用における協力を強化する。 

v．ＣＢＲＮ（化学・生物・放射線・核）防護 

日本政府は、日本国内でのＣＢＲＮ事案及び攻撃に引き

続き主体的に対処する。米国は、日本における米軍の任務

遂行能力を主体的に維持し回復する。日本からの要請に基 

づき、米国は、日本の防護を確実にするため、ＣＢＲＮ事
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案及び攻撃の予防並びに対処関連活動において、適切に日

本を支援する。 

Ｄ．日本以外の国に対する武力攻撃への対処行動 

日米両国が、各々、米国又は第三国に対する武力攻撃に

対処するため、主権の十分な尊重を含む国際法並びに各々

の憲法及び国内法に従い、武力の行使を伴う行動をとるこ

とを決定する場合であって、日本が武力攻撃を受けるに至

っていないとき、日米両国は、当該武力攻撃への対処及び

更なる攻撃の抑止において緊密に協力する。共同対処は、

政府全体にわたる同盟調整メカニズムを通じて調整され

る。日米両国は、当該武力攻撃への対処行動をとっている

他国と適切に協力する。自衛隊は、日本と密接な関係にあ

る他国に対する武力攻撃が発生し、これにより日本の存立

が脅かされ、国民の生命、自由及び幸福追求の権利が根底

から覆される明白な危険がある事態に対処し、日本の存立

を全うし、日本国民を守るため、武力の行使を伴う適切な

作戦を実施する。協力して行う作戦の例は、次に概要を示

すとおりである。 

１．アセットの防護 

自衛隊及び米軍は、適切な場合に、アセットの防護にお

いて協力する。当該協力には、非戦闘員の退避のための活

動又は弾道ミサイル防衛等の作戦に従事しているアセッ

トの防護を含むが、これに限らない。 

２．捜索・救難 

自衛隊及び米軍は、適切な場合に、関係機関と協力しつ

つ、戦闘捜索・救難活動を含む捜索・救難活動において、

協力し及び支援を行う。 

３．海上作戦 

自衛隊及び米軍は、適切な場合に、海上交通の安全を確

保することを目的とするものを含む機雷掃海において協

力する。自衛隊及び米軍は、適切な場合に、関係機関と協

力しつつ、艦船を防護するための護衛作戦において協力す

る。自衛隊及び米軍は、適切な場合に、関係機関と協力し

つつ、当該武力攻撃に関与している敵に支援を行う船舶活

動の阻止において協力する。 

４．弾道ミサイル攻撃に対処するための作戦 

自衛隊及び米軍は、各々の能力に基づき、適切な場合に、

弾道ミサイルの迎撃において協力する。日米両政府は、弾

道ミサイル発射の早期探知を確実に行うため、情報交換 

を行う。 

５．後方支援 

作戦上各々の後方支援能力の補完が必要となる場合、自

衛隊及び米軍、各々の能力及び利用可能性に基づき、柔軟

かつ適時に後方支援を相互に行う。日米両政府は、支援を

行うため、中央政府及び地方公共団体の機関が有する権限

及び能力並びに民間が有する能力を適切に活用する。 

Ｅ．日本における大規模災害への対処における協力 

日本において大規模災害が発生した場合、日本は主体的

に当該災害に対処する。自衛隊は、関係機関、地方公共団

体及び民間主体と協力しつつ、災害救援活動を実施する。

日本における大規模災害からの迅速な復旧が日本の平和

及び安全の確保に不可欠であること、及び当該災害が日本

における米軍の活動に影響を与える可能性があることを

認識し、米国は、自国の基準に従い、日本の活動に対する

適切な支援を行う。当該支援には、捜索・救難、輸送、補

給、衛生、状況把握及び評価並びにその他の専門的能力を

含み得る。日米両政府は、適切な場合に、同盟調整メカニ

ズムを通じて活動を調整する。日米両政府は、日本におけ

る人道支援・災害救援活動に際しての米軍による協力の実

効性を高めるため、情報共有によるものを含め、緊密に協

力する。さらに、米軍は、災害関連訓練に参加することが

でき、これにより、大規模災害への対処に当たっての相互

理解が深まる。 

Ｖ．地域の及びグローバルな平和と安全のための協力 

相互の関係を深める世界において、日米両国は、アジア

太平洋地域及びこれを越えた地域の平和、安全、安定及び

経済的な繁栄の基盤を提供するため、パートナーと協力し

つつ、主導的役割を果たす。半世紀をはるかに上回る間、

日米両国は、世界の様々な地域における課題に対して実効

的な解決策を実行するため協力してきた。日米両政府の

各々がアジア太平洋地域及びこれを越えた地域の平和及

び安全のための国際的な活動に参加することを決定する

場合、自衛隊及び米軍を含む日米両政府は、適切なときは、

次に示す活動等において、相互に及びパートナーと緊密に

協力する。この協力はまた、日米両国の平和及び安全に寄

与する。 

Ａ．国際的な活動における協力 

日米両政府は、各々の判断に基づき、国際的な活動に参

加する。共に活動を行う場合、自衛隊及び米軍は、実行可

能な限り最大限協力する。日米両政府は、適切な場合に、
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同盟調整メカニズムを通じ、当該活動の調整を行うこと 

ができ、また、これらの活動において三か国及び多国間の

協力を追求する。自衛隊及び米軍は、円滑かつ実効的な協

力のため、適切な場合に、手順及びベストプラクティスを

共有する。日米両政府は、引き続き、この指針に必ずしも

明示的には含まれない広範な事項について協力する一方

で、地域的及び国際的な活動における日米両政府による一

般的な協力分野は次のものを含む。 

１．平和維持活動 

日米両政府が国際連合憲章に従って国際連合により権

限を与えられた平和維持活動に参加する場合、日米両政府

は、適切なときは、自衛隊と米軍との間の相互運用性を最

大限に活用するため、緊密に協力する。日米両政府はまた、

適切な場合に、同じ任務に従事する国際連合その他の要員

に対する後方支援の提供及び保護において協力すること

ができる。 

２．国際的な人道支援・災害救援 

日米両政府が、大規模な人道災害及び自然災害の発生を

受けた関係国政府又は国際機関からの要請に応じて、国際

的な人道支援・災害救援活動を実施する場合、日米両政府 

は、適切なときは、参加する自衛隊と米軍との間の相互運

用性を最大限に活用しつつ、相互に支援を行うため緊密に

協力する。協力して行う活動の例には、相互の後方支援、 

運用面の調整、計画策定及び実施を含み得る。 

３．海洋安全保障 

日米両政府が海洋安全保障のための活動を実施する場

合、日米両政府は、適切なときは、緊密に協力する。協力

して行う活動の例には、海賊対処、機雷掃海等の安全な海

上交通のための取組、大量破壊兵器の不拡散のための取組

及びテロ対策活動のための取組を含み得る。 

４．パートナーの能力構築支援 

パートナーとの積極的な協力は、地域及び国際の平和及

び安全の維持及び強化に寄与する。変化する安全保障上の

課題に対処するためのパートナーの能力を強化すること

を目的として、日米両政府は、適切な場合に、各々の能力

及び経験を最大限に活用することにより、能力構築支援活

動において協力する。協力して行う活動の例には、海洋安

全保障、防衛医学、防衛組織の構築、人道支援・災害救援

又は平和維持活動のための部隊の即応性の向上を含み得

る。 

５．非戦闘員を退避させるための活動 

非戦闘員の退避のために国際的な行動が必要となる状

況において、日米両政府は、適切な場合に、日本国民及び

米国国民を含む非戦闘員の安全を確保するため、外交努力

を含むあらゆる手段を活用する。 

６．情報収集、警戒監視及び偵察 

日米両政府が国際的な活動に参加する場合、自衛隊及び

米軍は、各々のアセットの能力及び利用可能性に基づき、

適切なときは、ＩＳＲ活動において協力する。 

７．訓練・演習 

自衛隊及び米軍は、国際的な活動の実効性を強化するた

め、適切な場合に、共同訓練・演習を実施し及びこれに参

加し、相互運用性、持続性及び即応性を強化する。また、

日米両政府は、引き続き、同盟との相互運用性の強化並び

に共通の戦術、技術及び手順の構築に寄与するため、訓

練・演習においてパートナーと協力する機会を追求する。 

８．後方支援 

日米両政府は、国際的な活動に参加する場合、相互に後

方支援を行うために協力する。日本政府は、自国の国内法

令に従い、適切な場合に、後方支援を行う。 

Ｂ．三か国及び多国間協力 

日米両政府は、三か国及び多国間の安全保障及び防衛協

力を推進し及び強化する。特に、日米両政府は、地域の及

び他のパートナー並びに国際機関と協力するための取組

を強化し、並びにそのための更なる機会を追求する。日米

両政府はまた、国際法及び国際的な基準に基づく協力を推

進すべく、地域及び国際機関を強化するために協力する。 

Ⅵ．宇宙及びサイバー空間に関する協力 

Ａ．宇宙に関する協力 

日米両政府は、宇宙空間の安全保障の側面を認識し、責

任ある、平和的かつ安全な宇宙の利用を確実なものとする

ための両政府の連携を維持し及び強化する。 

当該取組の一環として、日米両政府は、各々の宇宙システ

ムの抗たん性を確保し及び宇宙状況監視に係る協力を強

化する。日米両政府は、能力を確立し向上させるため、適

切な場合に、相互に支援し、宇宙空間の安全及び安定に影

響を与え、その利用を妨げ得る行動や事象についての情報

を共有する。日米両政府はまた、宇宙システムに対して発

生する脅威に対応するために情報を共有し、また、海洋監

視並びに宇宙システムの能力及び抗たん性を強化する宇
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宙関係の装備・技術（ホステッド・ペイロードを含む。）

における協力の機会を追求する。自衛隊及び米軍は、各々

の任務を実効的かつ効率的に達成するため、宇宙の利用に

当たって、引き続き、早期警戒、ＩＳＲ、測位、航法及び

タイミング、宇宙状況監視、気象観測、指揮、統制及び通

信並びに任務保証のために不可欠な関係する宇宙システ

ムの抗たん性の確保等の分野において協力し、かつ政府一

体となっての取組に寄与する。各々の宇宙システムが脅威

にさらされた場合、自衛隊及び米軍は、適切なときは、危

険の軽減及び被害の回避において協力する。被害が発生し

た場合、自衛隊及び米軍は、適切なときは、関係能力の再

構築において協力する。 

Ｂ．サイバー空間に関する協力 

日米両政府は、サイバー空間の安全かつ安定的な利用の

確保に資するため、適切な場合に、サイバー空間における

脅威及び脆弱性に関する情報を適時かつ適切な方法で共

有する。また、日米両政府は、適切な場合に、訓練及び教

育に関するベストプラクティスの交換を含め、サイバー空

間における各種能力の向上に関する情報を共有する。日米

両政府は、適切な場合に、民間との情報共有によるものを

含め、自衛隊及び米軍が任務を達成する上で依拠する重要

インフラ及びサービスを防護するために協力する。自衛隊

及び米軍は、次の措置をとる。 

・ 各々のネットワーク及びシステムを監視する態勢を維

持すること 

・ サイバーセキュリティに関する知見を共有し、教育交

流を行うこと 

・ 任務保証を達成するために各々のネットワーク及びシ

ステムの抗たん性を確保すること 

・ サイバーセキュリティを向上させるための政府一体と

なっての取組に寄与すること 

・ 平時から緊急事態までのいかなる状況においてもサイ

バーセキュリティのための実効的な協力を確実に行うた

め、共同演習を実施すること自衛隊及び日本における米軍

が利用する重要インフラ及びサービスに対するものを含 

め、日本に対するサイバー事案が発生した場合、日本は主

体的に対処し、緊密な二国間調整に基づき、米国は日本に

対し適切な支援を行う。日米両政府はまた、関連情報を迅

速かつ適切に共有する。日本が武力攻撃を受けている場合

に発生するものを含め、日本の安全に影響を与える深刻な

サイバー事案が発生した場合、日米両政府は、緊密に協議

し、適切な協力行動をとり対処する。 

Ⅶ．日米共同の取組 

日米両政府は、二国間協力の実効性を更に向上させるた

め、安全保障及び防衛協力の基盤として、次の分野を発展

させ及び強化する。 

Ａ．防衛装備・技術協力 

日米両政府は、相互運用性を強化し、効率的な取得及び

整備を推進するため、次の取組を行う。 

・ 装備品の共同研究、開発、生産、試験評価並びに共通

装備品の構成品及び役務の相互提供において協力する。 

・ 相互の効率性及び即応性のため、共通装備品の修理及

び整備の基盤を強化する。 

・ 効率的な取得、相互運用性及び防衛装備・技術協力を

強化するため、互恵的な防衛調達を促進する。 

・ 防衛装備・技術に関するパートナーとの協力の機会を

探求する。 

Ｂ．情報協力・情報保全 

・ 日米両政府は、共通の情勢認識が不可欠であることを

認識し、国家戦略レベルを含むあらゆるレベルにおける情

報協力及び情報共有を強化する。 

・ 日米両政府は、緊密な情報協力及び情報共有を可能と

するため、引き続き、秘密情報の保護に関連した政策、慣

行及び手続の強化における協力を推進する。 

・ 日米両政府はまた、情報共有に関してパートナーとの

協力の機会を探求する。 

Ｃ．教育・研究交流 

日米両政府は、安全保障及び防衛に関する知的協力の重

要性を認識し、関係機関の構成員の交流を深め、各々の研

究・教育機関間の意思疎通を強化する。そのような取組は、

安全保障・防衛当局者が知識を共有し協力を強化するため

の恒久的な基盤となる。 

Ⅷ．見直しのための手順 

日米安全保障協議委員会は、適切な下部組織の補佐を得

て、この指針が変化する情況に照らして適切なものである

か否かを定期的に評価する。日米同盟関係に関連する諸情

勢に変化が生じ、その時の状況を踏まえて必要と認める場

合には、日米両政府は、適時かつ適切な形でこの指針を更

新する。 
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重要影響事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための

措置に関する法律 （平成十一年法律第六十号） 

（目的） 

第一条 この法律は、そのまま放置すれば我が国に対する直接

の武力攻撃に至るおそれのある事態等我が国の平和及び安全

に重要な影響を与える事態（以下「重要影響事態」という。）

に際し、合衆国軍隊等に対する後方支援活動等を行うことに

より、日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保

障条約（以下「日米安保条約」という。）の効果的な運用に

寄与することを中核とする重要影響事態に対処する外国との

連携を強化し、我が国の平和及び安全の確保に資することを

目的とする。 

（重要影響事態への対応の基本原則） 

第二条 政府は、重要影響事態に際して、適切かつ迅速に、後

方支援活動、捜索救助活動、重要影響事態等に際して実施す

る船舶検査活動に関する法律（平成十二年法律第百四十五号）

第二条に規定する船舶検査活動（重要影響事態に際して実施

するものに限る。以下「船舶検査活動」という。）その他の

重要影響事態に対応するため必要な措置（以下「対応措置」

という。）を実施し、我が国の平和及び安全の確保に努める

ものとする。 

２ 対応措置の実施は、武力による威嚇又は武力の行使に当た

るものであってはならない。 

３ 後方支援活動及び捜索救助活動は、現に戦闘行為（国際的

な武力紛争の一環として行われる人を殺傷し又は物を破壊す

る行為をいう。以下同じ。）が行われている現場では実施し

ないものとする。ただし、第七条第六項の規定により行われ

る捜索救助活動については、この限りでない。 

４ 外国の領域における対応措置については、当該対応措置が

行われることについて当該外国（国際連合の総会又は安全保

障理事会の決議に従って当該外国において施政を行う機関が

ある場合にあっては、当該機関）の同意がある場合に限り実

施するものとする。 

５ 内閣総理大臣は、対応措置の実施に当たり、第四条第一項

に規定する基本計画に基づいて、内閣を代表して行政各部を

指揮監督する。 

６ 関係行政機関の長は、前条の目的を達成するため、対応措

置の実施に関し、相互に協力するものとする。 

（定義等） 

第三条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 合衆国軍隊等 重要影響事態に対処し、日米安保条約の

目的の達成に寄与する活動を行うアメリカ合衆国の軍隊及

びその他の国際連合憲章の目的の達成に寄与する活動を行

う外国の軍隊その他これに類する組織をいう。 

二 後方支援活動 合衆国軍隊等に対する物品及び役務の提

供、便宜の供与その他の支援措置であって、我が国が実施

するものをいう。 

三 捜索救助活動 重要影響事態において行われた戦闘行為

によって遭難した戦闘参加者について、その捜索又は救助

を行う活動（救助した者の輸送を含む。）であって、我が

国が実施するものをいう。 

四 関係行政機関 次に掲げる機関で政令で定めるものをい

う。 

イ 内閣府並びに内閣府設置法（平成十一年法律第八十九

号）第四十九条第一項及び第二項に規定する機関並びに

国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条

第二項に規定する機関 

ロ 内閣府設置法第四十条及び第五十六条並びに国家行

政組織法第八条の三に規定する特別の機関 

２ 後方支援活動として行う自衛隊に属する物品の提供及び自

衛隊による役務の提供（次項後段に規定するものを除く。）

は、別表第一に掲げるものとする。 

３ 捜索救助活動は、自衛隊の部隊等（自衛隊法（昭和二十九

年法律第百六十五号）第八条に規定する部隊等をいう。以下

同じ。）が実施するものとする。この場合において、捜索救

助活動を行う自衛隊の部隊等において、その実施に伴い、当

該活動に相当する活動を行う合衆国軍隊等の部隊に対して後

方支援活動として行う自衛隊に属する物品の提供及び自衛隊

による役務の提供は、別表第二に掲げるものとする。 

（基本計画） 

第四条 内閣総理大臣は、重要影響事態に際して次に掲げる措

置のいずれかを実施することが必要であると認めるときは、

当該措置を実施すること及び対応措置に関する基本計画（以

下「基本計画」という。）の案につき閣議の決定を求めなけ

ればならない。 

一 前条第二項の後方支援活動 

二 前号に掲げるもののほか、関係行政機関が後方支援活動 

として実施する措置であって特に内閣が関与することによ 

り総合的かつ効果的に実施する必要があるもの 

資料 26 
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三 捜索救助活動 

四 船舶検査活動 

２ 基本計画に定める事項は、次のとおりとする。 

一 重要影響事態に関する次に掲げる事項 

イ 事態の経緯並びに我が国の平和及び安全に与える影響 

ロ 我が国が対応措置を実施することが必要であると認め 

られる理由 

二 前号に掲げるもののほか、対応措置の実施に関する基本 

的な方針 

三 前項第一号又は第二号に掲げる後方支援活動を実施する 

場合における次に掲げる事項 

イ 当該後方支援活動に係る基本的事項 

ロ 当該後方支援活動の種類及び内容 

ハ 当該後方支援活動を実施する区域の範囲及び当該区域 

の指定に関する事項 

ニ 当該後方支援活動を自衛隊が外国の領域で実施する場 

合には、当該後方支援活動を外国の領域で実施する自衛 

隊の部隊等の規模及び構成並びに装備並びに派遣期間 

ホ その他当該後方支援活動の実施に関する重要事項 

四 捜索救助活動を実施する場合における次に掲げる事項 

イ 当該捜索救助活動に係る基本的事項 

ロ 当該捜索救助活動を実施する区域の範囲及び当該区域 

の指定に関する事項 

ハ 当該捜索救助活動の実施に伴う前条第三項後段の後方 

支援活動の実施に関する重要事項（当該後方支援活動を 

実施する区域の範囲及び当該区域の指定に関する事項を 

含む。） 

ニ 当該捜索救助活動又はその実施に伴う前条第三項後段 

の後方支援活動を自衛隊が外国の領域で実施する場合に 

は、これらの活動を外国の領域で実施する自衛隊の部隊 

等の規模及び構成並びに装備並びに派遣期間 

ホ その他当該捜索救助活動の実施に関する重要事項 

五 船舶検査活動を実施する場合における重要影響事態等に 

際して実施する船舶検査活動に関する法律第四条第一項に 

規定する事項 

六 前三号に掲げるもののほか、自衛隊が実施する対応措置 

のうち重要なものの種類及び内容並びにその実施に関する 

重要事項 

七 第三号から前号までに掲げるもののほか、関係行政機関 

が実施する対応措置のうち特に内閣が関与することにより 

総合的かつ効果的に実施する必要があるものの実施に関す 

る重要事項 

八 対応措置の実施について地方公共団体その他の国以外の

者に対して協力を求め又は協力を依頼する場合におけるそ

の協力の種類及び内容並びにその協力に関する重要事項 

九 対応措置の実施のための関係行政機関の連絡調整に関す

る事項 

３ 前条第二項の後方支援活動又は捜索救助活動若しくはその

実施に伴う同条第三項後段の後方支援活動を外国の領域で実

施する場合には、当該外国（第二条第四項に規定する機関が

ある場合にあっては、当該機関）と協議して、実施する区域

の範囲を定めるものとする。 

４ 第一項及び前項の規定は、基本計画の変更について準用す

る。 

（国会の承認） 

第五条 基本計画に定められた自衛隊の部隊等が実施する後方

支援活動、捜索救助活動又は船舶検査活動については、内閣

総理大臣は、これらの対応措置の実施前に、これらの対応措

置を実施することにつき国会の承認を得なければならない。

ただし、緊急の必要がある場合には、国会の承認を得ないで

当該後方支援活動、捜索救助活動又は船舶検査活動を実施す

ることができる。 

２ 前項ただし書の規定により国会の承認を得ないで後方支援

活動、捜索救助活動又は船舶検査活動を実施した場合には、

内閣総理大臣は、速やかに、これらの対応措置の実施につき

国会の承認を求めなければならない。 

３ 政府は、前項の場合において不承認の議決があったときは、

速やかに、当該後方支援活動、捜索救助活動又は船舶検査活

動を終了させなければならない。 

（自衛隊による後方支援活動としての物品及び役務の提供の 

実施） 

第六条 防衛大臣又はその委任を受けた者は、基本計画に従い、

第三条第二項の後方支援活動としての自衛隊に属する物品の

提供を実施するものとする。 

２ 防衛大臣は、基本計画に従い、第三条第二項の後方支援活

動としての自衛隊による役務の提供について、実施要項を定

め、これについて内閣総理大臣の承認を得て、防衛省の機関

又は自衛隊の部隊等にその実施を命ずるものとする。 

３ 防衛大臣は、前項の実施要項において、実施される必要の

ある役務の提供の具体的内容を考慮し、防衛省の機関又は自
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衛隊の部隊等がこれを円滑かつ安全に実施することができる

ように当該後方支援活動を実施する区域（以下この条におい

て「実施区域」という。）を指定するものとする。 

４ 防衛大臣は、実施区域の全部又は一部において、自衛隊の

部隊等が第三条第二項の後方支援活動を円滑かつ安全に実施

することが困難であると認める場合又は外国の領域で実施す

る当該後方支援活動についての第二条第四項の同意が存在し

なくったと認める場合には、速やかに、その指定を変更し、

又はそこで実施されている活動の中断を命じなければならな

い。 

５ 第三条第二項の後方支援活動のうち我が国の領域外におけ

るものの実施を命ぜられた自衛隊の部隊等の長又はその指定

する者は、当該後方支援活動を実施している場所又はその近

傍において、戦闘行為が行われるに至った場合又は付近の状

況等に照らして戦闘行為が行われることが予測される場合に

は、当該後方支援活動の実施を一時休止するなどして当該戦

闘行為による危険を回避しつつ、前項の規定による措置を待

つものとする。 

６ 第二項の規定は、同項の実施要項の変更（第四項の規定に

より実施区域を縮小する変更を除く。）について準用する。 

（捜索救助活動の実施等） 

第七条 防衛大臣は、基本計画に従い、捜索救助活動について、

実施要項を定め、これについて内閣総理大臣の承認を得て、

自衛隊の部隊等にその実施を命ずるものとする。 

２ 防衛大臣は、前項の実施要項において、実施される必要の

ある捜索救助活動の具体的内容を考慮し、自衛隊の部隊等が

これを円滑かつ安全に実施することができるように当該捜索

救助活動を実施する区域（以下この条において「実施区域」

という。）を指定するものとする。 

３ 捜索救助活動を実施する場合において、戦闘参加者以外の

遭難者が在るときは、これを救助するものとする。 

４ 前条第四項の規定は、実施区域の指定の変更及び活動の中

断について準用する。 

５ 前条第五項の規定は、我が国の領域外における捜索救助活

動の実施を命ぜられた自衛隊の部隊等の長又はその指定する

者について準用する。この場合において、同項中「前項」と

あるのは、「次条第四項において準用する前項」と読み替え

るものとする。 

６ 前項において準用する前条第五項の規定にかかわらず、既

に遭難者が発見され、自衛隊の部隊等がその救助を開始して

いるときは、当該部隊等の安全が確保される限り、当該遭難

者に係る捜索救助活動を継続することができる。 

７ 第一項の規定は、同項の実施要項の変更（第四項において

準用する前条第四項の規定により実施区域を縮小する変更を

除く。）について準用する。 

８ 前条の規定は、捜索救助活動の実施に伴う第三条第三項後

段の後方支援活動について準用する。 

（関係行政機関による対応措置の実施） 

第八条 前二条に定めるもののほか、防衛大臣及びその他の関

係行政機関の長は、法令及び基本計画に従い、対応措置を実

施するものとする。 

（国以外の者による協力等） 

第九条 関係行政機関の長は、法令及び基本計画に従い、地方

公共団体の長に対し、その有する権限の行使について必要な

協力を求めることができる。 

２ 前項に定めるもののほか、関係行政機関の長は、法令及び

基本計画に従い、国以外の者に対し、必要な協力を依頼する

ことができる。 

３ 政府は、前二項の規定により協力を求められ又は協力を依

頼された国以外の者が、その協力により損失を受けた場合に

は、その損失に関し、必要な財政上の措置を講ずるものとす

る。 

（国会への報告） 

第十条 内閣総理大臣は、次の各号に掲げる事項を、遅滞なく、

国会に報告しなければならない。 

一 基本計画の決定又は変更があったときは、その内容 

二 基本計画に定める対応措置が終了したときは、その結果 

（武器の使用） 

第十一条 第六条第二項（第七条第八項において準用する場合

を含む。第五項及び第六項において同じ。）の規定により後

方支援活動としての自衛隊の役務の提供の実施を命ぜられ、

又は第七条第一項の規定により捜索救助活動の実施を命ぜら

れた自衛隊の部隊等の自衛官は、自己又は自己と共に現場に

所在する他の自衛隊員（自衛隊法第二条第五項に規定する隊

員をいう。第六項において同じ。）若しくはその職務を行う

に伴い自己の管理の下に入った者の生命又は身体の防護のた

めやむを得ない必要があると認める相当の理由がある場合に

は、その事態に応じ合理的に必要と判断される限度で武器（自

衛隊が外国の領域で当該後方支援活動又は当該捜索救助活動

を実施している場合については、第四条第二項第三号ニ又は
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第四号ニの規定により基本計画に定める装備に該当するもの

に限る。以下この条において同じ。）を使用することができ

る。 

２ 前項の規定による武器の使用は、当該現場に上官が在ると

きは、その命令によらなければならない。ただし、生命又は

身体に対する侵害又は危難が切迫し、その命令を受けるいと

まがないときは、この限りでない。 

３ 第一項の場合において、当該現場に在る上官は、統制を欠

いた武器の使用によりかえって生命若しくは身体に対する危

険又は事態の混乱を招くこととなることを未然に防止し、当

該武器の使用が同項及び次項の規定に従いその目的の範囲内

において適正に行われることを確保する見地から必要な命令

をするものとする。 

４ 第一項の規定による武器の使用に際しては、刑法（明治四

十年法律第四十五号）第三十六条又は第三十七条に該当する

場合のほか、人に危害を与えてはならない。 

５ 第六条第二項の規定により後方支援活動としての自衛隊の

役務の提供の実施を命ぜられ、又は第七条第一項の規定によ

り捜索救助活動の実施を命ぜられた自衛隊の部隊等の自衛官

は、外国の領域に設けられた当該部隊等の宿営する宿営地（宿

営のために使用する区域であって、囲障が設置されることに

より他と区別されるものをいう。以下この項において同じ。）

であって合衆国軍隊等の要員が共に宿営するものに対する攻

撃があった場合において、当該宿営地以外にその近傍に自衛

隊の部隊等の安全を確保することができる場所がないとき

は、当該宿営地に所在する者の生命又は身体を防護するため

の措置をとる当該要員と共同して、第一項の規定による武器

の使用をすることができる。この場合において、同項から第

三項まで及び次項の規定の適用については、第一項中「現場

に所在する他の自衛隊員（自衛隊法第二条第五項に規定する

隊員をいう。第六項において同じ。）若しくはその職務を行

うに伴い自己の管理の下に入った者」とあるのは「その宿営

する宿営地（第五項に規定する宿営地をいう。次項及び第三

項において同じ。）に所在する者」と、「その事態」とある

のは「第五項に規定する合衆国軍隊等の要員による措置の状

況をも踏まえ、その事態」と、第二項及び第三項中「現場」

とあるのは「宿営地」と、次項中「自衛隊員」とあるのは「自

衛隊員（同法第二条第五項に規定する隊員をいう。）」とす

る。 

６ 自衛隊法第九十六条第三項の規定は、第六条第二項の規定

により後方支援活動としての自衛隊の役務の提供（我が国の

領域外におけるものに限る。）の実施を命ぜられ、又は第七

条第一項の規定により捜索救助活動（我が国の領域外におけ

るものに限る。）の実施を命ぜられた自衛隊の部隊等の自衛

官については、自衛隊員以外の者の犯した犯罪に関しては適

用しない。 

（政令への委任） 

第十二条 この法律に特別の定めがあるもののほか、この法律

の実施のための手続その他この法律の施行に関し必要な事項

は、政令で定める。 

附 則 抄  

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内

において政令で定める日から施行する。 

附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三

年一月六日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 第九百九十五条（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の 

規制に関する法律の一部を改正する法律附則の改正規定に 

係る部分に限る。）、第千三百五条、第千三百六条、第千 

三百二十四条第二項、第千三百二十六条第二項及び第千三 

百四十四条の規定 公布の日 

附 則 （平成一二年一二月六日法律第一四五号） 抄  

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内

において政令で定める日から施行する。 

附 則 （平成一八年一二月二二日法律第一一八号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範

囲内において政令で定める日から施行する。 

附 則 （平成一九年六月八日法律第八〇号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範

囲内において政令で定める日から施行する。 

附 則 （平成二七年九月三〇日法律第七六号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範

囲内において政令で定める日から施行する。 
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別表第一（第三条関係） 

種類 内容 

補給 給水、給油、食事の提供並びにこれらに類する物品及び役務の提供 

輸送 人員及び物品の輸送、輸送用資材の提供並びにこれらに類する物品及び

役務の提供 

修理及び整備 
修理及び整備、修理及び整備用機器並びに部品及び構成品の提供並びに

これらに類する物品及び役務の提供 

医療 傷病者に対する医療、衛生機具の提供並びにこれらに類する物品及び役

務の提供 

通信 
通信設備の利用、通信機器の提供並びにこれらに類する物品及び役務の

提供 

空港及び港湾業務 
航空機の離発着及び船舶の出入港に対する支援、積卸作業並びにこれら

に類する物品及び役務の提供 

基地業務 廃棄物の収集及び処理、給電並びにこれらに類する物品及び役務の提供 

宿泊 宿泊設備の利用、寝具の提供並びにこれらに類する物品及び役務の提供 

保管 
倉庫における一時保管、保管容器の提供並びにこれらに類する物品及び

役務の提供 

施設の利用 
土地又は建物の一時的な利用並びにこれらに類する物品及び役務の提

供 

訓練業務 
訓練に必要な指導員の派遣、訓練用器材の提供並びにこれらに類する物

品及び役務の提供 

備考 

物品の提供には、武器の提供を含まないものとする。 

 

別表第二（第三条関係） 

種類 内容 

補給 給水、給油、食事の提供並びにこれらに類する物品及び役務の提供 

輸送 
人員及び物品の輸送、輸送用資材の提供並びにこれらに類する物品及び

役務の提供 

修理及び整備 
修理及び整備、修理及び整備用機器並びに部品及び構成品の提供並びに

これらに類する物品及び役務の提供 

医療 
傷病者に対する医療、衛生機具の提供並びにこれらに類する物品及び役

務の提供 

通信 
通信設備の利用、通信機器の提供並びにこれらに類する物品及び役務の

提供 

宿泊 宿泊設備の利用、寝具の提供並びにこれらに類する物品及び役務の提供 

消毒 消毒、消毒機具の提供並びにこれらに類する物品及び役務の提供 

備考 

物品の提供には、武器の提供を含まないものとする。 
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「平和安全法制」の構成※ 

  
   

 

１．自衛隊法 

２．国際平和協力法 
国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律 

３．周辺事態安全確保法 ➔ 重要影響事態安全確保法に変更 
重要影響事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措置に関する法律 

４．船舶検査活動法 
重要影響事態等に際して実施する船舶検査活動に関する法律 

５．事態対処法 
武力攻撃事態等及び存立危機事態における我が国の平和及び独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律 

６．米軍行動関連措置法 ➔ 米軍等行動関連措置法に変更 
武力攻撃事態等及び存立危機事態におけるアメリカ合衆国等の軍隊の行動に伴い我が国が実施する措置に関する法律 

７．特定公共施設利用法 
   武力攻撃事態等における特定公共施設等の利用に関する法律 

８．海上輸送規制法 

   武力攻撃事態及び存立危機事態における外国軍用品等の海上輸送の規制に関する法律 

９．捕虜取扱い法 

   武力攻撃事態及び存立危機事態における捕虜等の取扱いに関する法律 

１０．国家安全保障会議設置法 

 

 

 
 

「平和安全法制」主要事項の一覧※ 
 

１．自衛隊法の改正 
 ・在外邦人等の保護措置 
・米軍等の部隊の武器等の防護 
・平時における米軍に対する物品役務の提供の拡大 
・国外犯処罰規定 

 

２．重要影響事態安全確保法（周辺事態安全確保法の改正） 

・我が国の平和及び安全に重要な影響を与える事態における 

米軍等への支援を実施すること等、改正の趣旨を明確にす 
るための目的規定の見直し 

 ・日米安保条約の目的の達成に寄与する活動を行う米軍以外 
  の外国軍隊等に対する支援活動を追加 
・支援メニューの拡大 
 

３．船舶検査活動法の改正 
・周辺事態安全確保法の見直しに伴う改正 
・国際平和支援法に対応し、国際社会の平和と安全に必要な 
  場合の船舶検査活動の実施 
 
４．国際平和協力法の改正 
 ・国連 PKO 等において実施できる業務の拡大（いわゆる安全 

  確保、駆け付け警護）、業務に必要な武器使用権限の見直し 
・国連が統括しない人道復興支援やいわゆる安全確保等の活 

動の実施 

５．事態対処法制の改正 

・存立危機事態の名称、定義、手続等の整備 
 （事態対処法） 
  
・存立危機事態に対処する自衛隊の任務としての位置付け、 
行動、権限等（自衛隊法） 

 
・武力攻撃事態等に対処する米軍に加えて、 

 武力攻撃事態等における米軍以外の外国軍隊 

 存立危機事態における米軍その他の外国軍隊 

 に対する支援活動を追加（米軍等行動関連措置法） 
 
・武力攻撃事態等における米軍以外の外国軍隊の行動を特 

定公共施設等の利用調整対象に追加 

（特定公共施設利用法） 
 
・存立危機事態における海上輸送規制の実施 

 （海上輸送規制法） 
 
・存立危機事態における捕虜取扱い法の適用 

 （捕虜取扱い法） 
 

６．国家安全保障会議設置法の改正 
・法改正等を踏まえた審議事項の整理 

 

整備法 
（一部改正を束ねたもの） 

平和安全法制整備法：我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊法等 
           の一部を改正する法律 

新規制定（１本） 

国際平和支援法：国際平和共同対処事態に際して我が国が実施する諸外国の軍隊等に対する協力 
        支援活動等に関する法律 

平和安全法制整備法 

国際平和支援法：国際社会の平和及び安全の確保のために共同して対処する諸外国軍隊に対する支援活動の実施 

左
記
の
他
、
技
術
的
な
改
正
を
行
う
法
律
が 

本 

  10 

参考 
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駐留軍等の再編の円滑な実施に関する特別措置

法（抜粋） 

平成 19年 5月 30 日（平成 19 年法律第 67号） 

第一章 総則 

(目的) 

第一条 この法律は、駐留軍等の再編を実現することが、我が国

の平和及び安全の維持に資するとともに、我が国全体として防衛

施設の近隣住民の負担を軽減する上で極めて重要であることに

鑑み、駐留軍等の再編による住民の生活の安定に及ぼす影響の増

加に配慮することが必要と認められる防衛施設の周辺地域にお

ける住民の生活の利便性の向上及び産業の振興並びに当該周辺

地域を含む地域の一体的な発展に寄与するための特別の措置等

を講じ、もって駐留軍等の再編の円滑な実施に資することを目的

とする。 

 

(定義) 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、そ

れぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 駐留軍 日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安

全保障条約に基づいて日本国にあるアメリカ合衆国の軍隊をい

う。 

二 駐留軍等の再編 平成十八年五月一日にワシントンで開催

された日米安全保障協議委員会において承認された駐留軍又は

自衛隊の部隊又は機関の編成、配置又は運用の態様の変更(当該

変更が航空機(回転翼航空機を除く。)を保有する部隊の編成又は

配置の変更である場合にあっては、当該航空機を搭載し、当該部

隊と一体として行動する艦船の部隊の編成又は配置の変更を含

む。)をいう。 

三 防衛施設 日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び

安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国におけ

る合衆国軍隊の地位に関する協定(第九条第一項第五号において

「日米地位協定」という。)第二条第一項の施設及び区域並びに

自衛隊の施設(これらの設置又は設定が予定されている地域又は

水域を含む。)をいう。 

 

(基本理念等) 

第三条 駐留軍等の再編の実施に当たっては、これを迅速かつ一

体的に実施するために必要となる措置が適切に講ぜられ、我が国

を含む国際社会の安全保障環境の変化に的確に対応し得るよう

配慮されなければならない。 

２ 駐留軍等の再編の実施に当たっては、これに関係する防衛施

設の周辺地域の住民の福祉の向上に寄与するための措置が適切

に講ぜられ、駐留軍等の再編に対する幅広い国民の理解が得られ

るよう配慮されなければならない。 

３ 関係行政機関の長は、駐留軍等の再編の円滑かつ確実な実現

のため、この法律に基づく措置その他の措置を実施するに当たっ

ては、相互に密接な連携を図りながら協力しなければならない。 

第二章 再編関連特定周辺市町村に係る措置 

(再編関連特定防衛施設の指定) 

第四条 防衛大臣は、駐留軍等の再編に当たり、次の各号に掲げ

る事由のいずれかに該当し、又は該当すると見込まれる防衛施設

であって、当該事由によるその周辺地域における住民の生活の安

定に及ぼす影響の増加に配慮することが必要と認められるもの

を再編関連特定防衛施設として指定することができる。 

一 駐留軍等の再編として、駐留軍若しくは自衛隊の部隊若しく

は機関の編成が変更され、又はそれらが新たに配置されること。 

二 駐留軍等の再編として、他の防衛施設に所在する駐留軍又は

自衛隊の部隊又は機関が訓練のために新たに使用すること。 

２ 防衛大臣は、前項の規定による指定をしようとするときは、

あらかじめ、関係行政機関の長と協議するものとする。 

３ 防衛大臣は、第一項の規定による指定をしたときは、その旨

を官報で公示するものとする。 

 

(再編関連特定周辺市町村の指定) 

第五条 防衛大臣は、再編関連特定防衛施設の周辺地域をその区

域とする市町村(政令で定める範囲内のものに限る。)について、

前条第一項各号に掲げる事由による当該再編関連特定防衛施設

の周辺地域における住民の生活の安定に及ぼす影響の増加の程

度及びその範囲を考慮し、当該市町村において再編関連特別事業

(公共用の施設の整備その他の住民の生活の利便性の向上及び産

業の振興に寄与する事業であって、政令で定めるものをいう。次

条において同じ。)を行うことが当該再編関連特定防衛施設にお

ける駐留軍等の再編の円滑かつ確実な実施に資するため必要で

あると認めるときは、当該市町村を再編関連特定周辺市町村とし

て指定することができる。 

２ 前条第二項及び第三項の規定は、前項の規定による指定につ

いて準用する。 

 

(再編交付金) 

第六条 国は、予算の範囲内において、政令で定めるところによ

り、再編関連特定周辺市町村に係る再編関連特定防衛施設におけ

る駐留軍等の再編による住民の生活の安定に及ぼす影響の増加

の程度及びその範囲を考慮し、当該駐留軍等の再編の実施に向け

た措置の進捗ちよく状況及びその実施から経過した期間に応じ、当

該再編関連特定周辺市町村に対し、再編関連特別事業に係る経費

に充てるため、再編交付金を交付することができる。 
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